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第２回　「地方行政の現場から」（2017年11月25日）
報告者　内野桂子（新宿区地域振興部多文化共生推進課長）
対論者　鈴木  潔（本学法学部准教授）
（於神田校舎１号館204教室）
前川亨（専修大学法学研究所長）：皆さん，専修大学法学研究所の公開講座『現場からの
法律学・政治学  Ⅱ』の第２回にようこそいらっしゃいました。当研究所の所長を務
めております前川と申します。講座を始めるに当たり，一言ご挨拶申し上げます。と
はいえ，第１回にもお出でになった方もおられるでしょうから，ごく簡単に切り上げ
ます。
　今年で設立50周年を迎える当研究所では，昨年度から『現場からの法律学・政治学』
というシリーズを開始しておりまして，本年度が２年目になります。既に10月21日に
その第１回目「国際法・国際政治の現場から」を実施し，本日は第２回目となります。
因みに，第３回目は「刑事法・刑事政策の現場から」ということで，12月９日に開催致
します。こちらにも奮ってご参加下さい。
　さて，本日は新宿区地域振興部多文化共生推進課長の内野桂子先生から「新宿区の
多文化共生施策の現状と課題」と題しましてご講演を頂きます。振り返ってみますと，
「国際化」という言葉は遅くとも1980年代にはありました。しかし，「日本も本当に変
わったなあ！」と実感するようになったのは，せいぜい21世紀に入ってからではない
でしょうか。山手線などに乗っていても，或いは道を歩いたりしていても，外国人を
見かけることが際立って多くなりました。留学生も増えましたし，外国人労働者も増
えました。或る政治学者は，1980年代から2000年までを「国際化の時代」，2000年代以
降を「グローバルの時代」と区分しております（藪野祐三「戦後日本の政治学 ─ 市民概念を
中心として」『法政研究（九州大学）』71－３，2005年，624－625頁）。かつての「国際化」と現今
の「グローバル化」がどう関係しているのかという問題は，私が個人的に関心を持っ
ているところではあるのですが，それはともかく，自らの属するカルチャーとは異な
るカルチャーを持った人たち，見た目も風俗習慣も母語も異なる人たちと接する機会
が格段に増えました。それが刺激となって新しい文化価値を生み出していくという肯
定的な側面があるのはもちろんですが，残念ながら異なるカルチャーとの接触がネガ
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ティヴな反応を生み出すことも少なくありません。多様性を尊重することの重要性，
自らと異質な者に対する寛容の重要性を，建前として否定するする人は少ないでしょ
うが，しかし「でも，私の住んでいるマンションだけはお断り」「隣の部屋にはちょっ
と……」となりがちなのも事実です。異質なものを排除しようとする，或いはそれを
警戒するのは，生き物にとって或る種の防衛本能でしょう。まして日本はかつて単一
民族国家などという幻想が幅を利かせていた社会ですから，この変化に対応するのは
殊に難しい。多民族性の顕著なヨーロッパやアメリカ合衆国ですら，今どういうこと
が起きているかを見れば，問題の根深さが分かります。上記のような人を単に「意識
が低い」と指弾するだけでは問題の解決にはならないでしょう。
　新宿区は新大久保にいわゆるコリアンタウンをもっておりますし，居住する外国人
の数も多く，多文化共生という点では，日本の自治体の中でも最前線に位置すると思
います。その新宿区の現状と取組について，本日お話を伺えるのは大変貴重な機会で
す。また，本日のコーディネーターをお願い致しました，行政学がご専門の鈴木潔先
生には国の入管政策についてお話頂き，この両面から多文化共生の問題を考えたいと
思います。
　では，この後は，講座の進行も含めて鈴木先生にお任せ致します。
鈴木潔：ただ今ご紹介頂きました法学部の鈴木潔と申します。今日はよろしくお願い
致します。
　まず本日の講師の方をご紹介させて頂きます。新宿区地域振興部多文化共生推進課
長の内野桂子先生です。よろしくお願いします。
内野桂子：よろしくお願い致します。
鈴木：内野先生は1997年に文京区に入庁後，保育課民間保育施設担当主査，職員課人
事係長などを歴任されました。そして，本年（2017年）４月から新宿区で現職にご就任
されました。
　最初に私の方から，本日のテーマについて少し解説をさせて頂きます。2016年末現
在で，日本における在留外国人数は238万2822人となりまして，前年末に比べて15万
633人，6.7％増加し，過去最高となりました。在留外国人というのは旅行者などの短
期滞在者ではなく，基本的には３か月以上日本に在住する方です。在留外国人の増加
傾向は1980年代からずっと継続しています。グローバル化の進展や一部の産業におけ
る人手不足が背景にありますので，今後もますます在留外国人の方が増えていくこと
が予測されます。そうした中で，国と自治体は10年以上前から，多文化共生の政策を
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推進して参りました。多文化共生は，総務省の定義によりますと，「国籍や民族などの
異なる人々が，互いの文化的違いを認め合い，対等な関係を築いていこうとしながら，
地域社会の構成員として共に生きていくこと」（総務省「地域における多文化共生推進プ
ラン」）を指します。この考え方は近年，いよいよ重要性を増していると考えられます
けれども，私たち市民にとって，多文化共生の現場での取組とはどういうものなのか，
或いは問題の実態はどうなのか，といったことはなかなか分かりません。そこで，本
日は内野先生をお招きしまして，「新宿区の多文化共生施策の現状と課題」と題しまし
て，全国でも有数の外国人住民の割合の多い自治体である新宿区の状況についてご講
演を頂けることとなりました。また，私からは，「国の入管政策の動向」と題しまして，
1990年代から現在に至るまでの国の外国人受入れ政策の動向を簡単にお話したいと考
えております。この講座では，多文化共生に関する自治体の現場と国の政策の双方か
ら検討することによって，外国人住民との共生の在り方を考えていきたいと思います。
　それでは，早速でございますが，内野先生にご講演をお願い致します。
